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令和２年度予算の編成について 
 

「私は川西を変えるためにこの場所にたっている」との決意をもって、私が市長と

して市政を担ってから1年余りが経ちました。これまでの市政運営を振り返って感じ

ることは、本市の財産は、豊かな自然と利便性の高さといった魅力に加え、「市民力

の高さ」があるということです。私はこの1年、多くの市民の皆様と接する中で、市

民にはこの川西を変える力があると確信するに至っています。 

本市が抱える人口減少、少子高齢化、厳しい財政状況などの課題に対して、限られ

た財源で対応し、解決していくために、「市民とともに歩む」という基本姿勢のもと、

民間事業者との連携をより一層進め、新しい川西モデルを構築することで、持続可能

なまちづくりをめざしていきたいと考えています。 

その第１歩として、令和２年度から、市民とともに創り上げた「第２次川西市総合

戦略」がスタートします。この総合戦略では、今後３年間で重点的に取り組む４つの

戦略を掲げています。これらの戦略が相互に関係することでより高い政策効果につな

がり、「何気ない日常に幸せを感じるまち」の実現をめざしていきます。 

令和２年度予算編成においては、第２次総合戦略における施策をはじめ、後期基本

計画を着実に進めるとともに、令和元年度に実施した95事業の再検証による見直し

結果を実行に移すことを図りました。 

主な事業を後期基本計画の施策体系に沿って紹介しますと、「暮らし」では、オー

ルドニュータウンの課題解決のため、オンデマンドモビリティサービス実証実験を通

じた新しい公共交通の仕組みづくり、空き家流通・活用の促進、新たな産業ビジョン

実現のためのコワーキングスペース運営支援や中心市街地活性化などに取り組みま

す。 

「安全安心」では、中学2年生へのピロリ菌検査、生活困窮者自立のための子ども

の学習等支援、障がい者や犯罪被害者等への支援などを実施します。 

「生きがい」では、子育て支援拠点の整備、留守家庭児童育成クラブの開所時間延

長、小学校5，6年生及び中学校1年生へのタブレットPC導入、中学校給食実施に向

けた準備などを行っていきます。 

令和２年度予算は収支不足の補てんのために基金から約12億円を繰入れるなど、

本市の財政は非常に厳しい状況にありますが、財政健全化の集中期間として、全事業

の再検証などに引き続き取り組んでいきます。市民の皆様の幸せを大切にし、将来に

わたって安心して住み続けてもらえる川西の実現をめざしてまいりますので、ご理解、

ご協力をお願いいたします。 

 

川西市長  越田 謙治郎 
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　令和２年度予算では、第５次総合計画後期基本計画の３年目であると同時に、
今後３年間で重点的に取り組む「第２次総合戦略」のスタートの年として予算を
編成しています。ここでは、総合戦略における４つの戦略ごとの主な取り組みに
ついてご紹介します。
　総合計画の施策体系ごとの主要事業については、４ページ以降でご紹介しま
す。

適応教室指導員の拡充 195万円 P.12

待機児童解消に向けた民間保育所の整備に係る準備 4万円 P.12

学校運営協議会の導入と運営支援 16万円 P.12

中学校の部活動支援の拡充 329万円 P.11

スクールソーシャルワーカーの拡充 1,539万円 P.11

 1.令和２年度当初予算（案）の主な事業　　　

取り組み内容 事業費 頁

 生活困窮者自立のための子どもの学習等支援 50万円 P.8

 清和台・明峰地区における常設地域子育て支援拠点の整備 3,218万円 P.11

 留守家庭児童育成クラブの開所時間の延長 1,704万円 P.11

第2次川西市総合戦略

～「何気ない日常に幸せを感じるまちの実現」をめざして～

戦略
1

～子育て世帯にとって魅力的なまちをめざして～

子どもたちの成長を

支えあえるまちづくり
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※事業費が「－」の取り組みは、追加経費をかけずに取り組むものです。

市民活動センターの情報発信の強化 76万円 P.13

（仮称）地域人材マッチング制度の導入 － P.13

SNSを活用したAI窓口システムの導入 79万円 P.13

防災マップの更新 331万円 P.8

自動通話録音機の貸出 100万円

効果的な情報発信による広報の推進

空き家流通・活用促進 100万円 P.5

シェアサイクルの試験的導入 223万円 P.5

317万円 P.13

P.9

応急手当の市民への普及啓発 21万円 P.10

取り組み内容 事業費 頁

取り組み内容 事業費 頁

 地域公共交通の新しい仕組みづくりの推進 2,055万円 P.5

コワーキングスペース運営支援 305万円 P.5

 民間事業者と協働した課題解決など官民連携の推進 545万円 P.14

取り組み内容 事業費 頁

～自分に合った居場所や活動ができる環境を整える～

誰もが力を活かせるまちづくり

～すべての市民が安心して暮らせる～

安全で安心して

暮らせるまちづくり

～住み続けたい帰ってきたいと思えるまちをめざして～

愛着のもてるまちづくり

戦略
2

戦略
3

戦略
4
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2.予算の規模
（単位：千円、％）

令和2年度(A) 令和元年度(B) 差引(A)-(B) 増減率

3.総合計画の施策体系

一般会計 57,143,000 △ 1,243,000 △ 2.2

特別会計（５会計） 36,802,247 △ 2,716,698 △ 7.4

55,900,000

34,085,549

企業会計（３会計） 13,407,921 6,209,281 46.3

合計 109,602,751 107,353,168 2,249,583 2.1

19,617,202

政策視点めざす

都市像

であい

ふれあい

ささえあい

輝き

つなぐまち

暮らし

住む

にぎわう

安全安心

安らぐ

備える

守る

生きがい
育つ

学ぶ

つながり

尊ぶ

関わる

行政経営

改革大綱 挑む

それぞれの政策に関する主要事業を、次ページ以降に掲載しています。
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新規開店改装費補助／
中心市街地空き店舗等出店支援

産業振興課
予算
説明書
ページ

事業

担当
文化・観光・
スポーツ課

9,200万円

　まちの魅力を創出するため、新規出店に
対して店舗改装費等の補助を行います。ま
た、中心市街地において、空き店舗等への
小売・飲食・サービス業等の新規出店に対
し、賃料及び店舗改装費等の補助を行いま
す。

予算
説明書
ページ

97

（仮称）東谷多目的広場整備
戦略
３ シェアサイクルの試験的導入

　中心市街地の回遊性の向上を図るため、
民間事業者を運営主体としたシェアサイク
ルを試験的に導入します。

担当

事業
中心市街地活性化
推進事業

所要
経費

223万円

担当 産業振興課
予算
説明書
ページ

179

商工振興事業
中心市街地活性化
推進事業

所要
経費

住宅政策課
予算
説明書
ページ

211

事業 住宅政策推進事業
所要
経費

　地域におけるスポーツ環境を整備するた
め、山原地内において、地域交流の活性化
に寄与する（仮称）東谷多目的広場の整備
工事を実施します。

事業
スポーツ施設管理
運営事業

所要
経費

　市内での新たな仕事づくりや多様な働き
方に対応するため、自宅以外で仕事がで
き、新たなつながりや仕事を創出するコ
ワーキングスペースの運営支援を行いま
す。

戦略
２ コワーキングスペース運営支援

事業 商工振興事業
所要
経費

305万円

担当 産業振興課
予算
説明書
ページ

暮らし（住む・にぎわう）

100万円

　空き家が放置され、住環境が悪くなるこ
とを未然に防ぐため、相談体制の充実や市
民への意識啓発を図ります。また、専門家
と連携し、空き家の流通・活用を促進する
空き家マッチング制度を導入します。

179

担当

事業 公共交通支援事業

戦略
３

地域公共交通の
新しい仕組みづくりの推進

戦略
３ 空き家流通・活用促進

所要
経費 2,055万円

担当 交通政策課
予算
説明書
ページ

185

　地域公共交通の課題解決のため、令和２
年７月から大和地区で実施予定のオンデマ
ンドモビリティサービスの実証実験を契機
に、地域公共交通体系を支える新しい仕組
みづくりを進めます。

179

330万円
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市道330号における歩行者空間の整備

都市計画道路豊川橋山手線の整備

効率的な管理運営を行うため、市営住宅等に指定
管理者制度を導入します。令和3年度の開始をめ
ざし、関連条例の改正ならびに指定管理事業者の
選定を行います。

橋りょうの安全性及び機能性を確保するため、大
規模な橋りょうについて補修工事、耐震補強工事
を実施します。

市内の特定道路土工構造物を把握するための調査
を実施します。

明峰小学校へ通学する児童も利用する、萩原2丁
目地内の市道330号について、歩行者の安全確保
のため、階段の改修工事を実施します。

400万円

道路整備課

道路整備課

都市政策課
公園緑地課

道路整備課

市営住宅等への指定管理者制度導入

大規模橋りょう補修補強工事

特定道路土工構造物の調査

担当所管課名

公営住宅課

概要

用途廃止する木造平屋建等市営住宅の解体

川西市公営住宅基本計画に基づき、老朽化が著し
く、耐震性の低い木造平屋建等市営住宅の解体工
事を実施します。

1億4,045万円
203
207

美園町と絹延町地内の都市計画道路豊川橋山手線
の道路・踏切拡幅のため、物件調査や用地取得な
どを行い、令和３年度完成をめざし、引き続き工
事を進めます。

日高町地内の市道1313号をはじめ、市内道路の
物件調査や用地取得、設計、整備工事などを実施
します。

見野地内における都市計画道路見野線を拡幅する
ため、用地測量や物件調査、用地取得などを実施
します。

南部地域整備実施計画に基づき、市道81号外の
道路拡幅整備工事、上下水道の整備及び公園施設
の整備等を実施します。

歩行者の安全対策のため、平成30年度に実施し
た調査結果に基づき、緊急性の高い歩道における
街路樹の根上りの対策工事を実施します。

歩道等隆起対策

都市計画道路見野線の整備

南部地域整備実施計画に係る都市基盤整備

市道１３１３号、２４６号外、３号道路改良事業

193

所要経費
予算
説明書
掲載頁

道路改良事業 2億1,693万円 193

市営住宅維持管理
事業

22万円 213

道路・水路維持
補修事業

350万円 193

橋りょう維持補修
事業

3億2,900万円

5億5,550万円 199

道路・水路維持
補修事業

暮らし（住む・にぎわう）

195

300万円 189

483万円 199

3,380万円 213

公営住宅課

道路整備課

道路整備課

道路整備課

道路整備課

歩道整備事業

街路新設改良事業

街路新設改良事業

市営住宅維持管理
事業

空港周辺地域整備
事業

公園改良事業

事業名
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新棟の建築工事を実施します。

暮らし（住む・にぎわう）

総合体育館照明LED化工事

花屋敷団地等建替事業

中小企業支援事業

産業振興課
市民課

花屋敷団地建替
事業

21312億47万円

3,412万円 97旧県立川西高校跡地を有効活用するため、用地取
得ならびにグラウンド整備等に係る設計を実施し
ます。

総合体育館第一体育室および第二体育室につい
て、コスト削減を図るため、照明LED化工事を実
施します。

旧県立川西高校跡地の有効活用

産業振興課

マイナンバーカードの普及促進と、マイナポイン
ト活用による消費活性化策の実施に向けて、広報
を行うとともに申込支援を行います。

市内事業者の新商品やサービスの展開に向けた支
援として「見本市出展補助」、「工業所有権取得
補助」の対象を拡充します。

文化・観光・
スポーツ課

文化・観光・
スポーツ課

公営住宅課

事業名 担当所管課名 概要 所要経費
予算
説明書
掲載頁

【中北特会】
換地計画・換地
処分事業

6,351万円 403
キセラ川西
推進課

キセラ川西地区で平成22年度から実施している
土地区画整理事業において、令和2年度に事業の
最後の節目となる換地処分を実施します。

キセラ川西地区土地区画整理事業における換地処分

キセラ川西地区土地区画整理事業の事業誌の発行

商工振興事業
住民基本台帳及び
印鑑登録事業

3,089万円
109
179

121万円 179

見本市出展補助及び工業所有権取得補助の拡充

マイナンバーカード交付率向上及びマイナポイント申込支援

スポーツ施設管理
運営事業

5,005万円 97

スポーツ施設管理
運営事業

芸術文化施設維持
管理事業

文化・観光・
スポーツ課

みつなかホール特定天井の耐震（落下防止対策）工事

5,428万円 91みつなかホールにおける特定天井の耐震（落下防
止対策）工事を実施します。

【中北特会】
一般管理事業

キセラ川西
推進課

313万円 403キセラ川西地区で平成22年度から実施している
土地区画整理事業のこれまでの経過をまとめた事
業誌を発行します。
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中学２年生へのピロリ菌検査
の実施

重症心身障害児向け
通所支援事業所の整備支援

（仮称）手話言語条例の制定

防災マップの更新
戦略
３

　聴覚障がい者の意思疎通や情報の取得を
保障するため、（仮称）手話言語条例を制
定します。

事業
障害者地域生活支援

事業
所要
経費

38万円

事業 健康診査事業 事業 障害児支援事業

129

戦略
１

生活困窮者自立のための
子どもの学習等支援

事業
生活困窮者自立支援

事業
所要
経費

50万円

　市民が安全に避難できるよう、危険個所
をわかりやすく示した防災マップの更新
を、令和2年の出水期を目途に、紙面版及
びWEB版ともに実施します。

安全安心（安らぐ・備える・守る）　

担当 健幸政策課 担当 障害福祉課

災害対策事業
所要
経費

331万円

　胃がんの発症リスクを軽減するため、中
学２年生へのピロリ菌検査及び除菌を実施
します。

　現在市内にない重症心身障害児向け通所
支援事業所を整備するため、最初に開設す
る事業者への支援を行います。

担当 障害福祉課
予算
説明書
ページ

担当 地域福祉課
予算
説明書
ページ

147

　子どもたちが将来に渡って生活困窮の状
態にならないよう、基本的な生活習慣の確
立を図るとともに、学習への支援も行う居
場所づくりを1箇所でモデル実施します。

所要
経費 377万円

予算
説明書
ページ

155

所要
経費 683万円

予算
説明書
ページ

129

担当 危機管理課
予算
説明書
ページ

223

事業
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127第6期障がい福祉計画・第2期障がい児福祉計画
を策定し、障がい者（児）への支援を重点的に進
めます。

障害者総合支援
事業

障害福祉課

民間事業者による障がい者就労支援施設の開設

107万円 127旧川西市久代デイサービスセンターに、民間事業
者による障がい者就労支援施設を開設します。

障害福祉課

障がい福祉計画及び障がい児福祉計画の策定

248万円

概要

地域共生社会の実現に向けた包括的支援体制の構築

8050、ダブルケア、ごみ屋敷問題など、複雑
化、多様化する相談に対応するための総合相談窓
口を社会福祉協議会に設置し、庁内の地域連携支
援チームと連携しながら包括的支援体制の構築に
努めます。

医療的ケア児に対する支援体制整備

障がい者（児）相談支援事業の拡充

障害福祉課

障害福祉課 248万円

障害児支援事業 799万円 129

所要
経費

事業名 所要経費
予算
説明書
掲載頁

　特殊詐欺による被害防止を図るため、高
齢者を対象に自動通話録音機の貸出を実施
します。

　犯罪被害者等支援条例を施行し、犯罪被
害者等支援金の支給や、相談員の派遣な
ど、早期支援体制を整えます。

担当所管課名

地域福祉課

障害者総合支援
事業

児童発達支援センター（川西さくら園）に医療的
ケア児等コーディネーターを配置し、医療的ケア
児とその家族への総合的な支援を実施します。

グループホーム新規開設支援

障害者地域生活
支援事業

地域福祉活動支援
事業

796万円

障害福祉サービス計画相談支援について、民間の
相談支援事業所を新たに２箇所開設します。

99万円

担当 生活相談課
予算
説明書
ページ

障害者地域生活
支援事業

1,632万円 129

121

181 担当 生活相談課
予算
説明書
ページ

95

事業 消費者啓発事業
所要
経費 100万円 事業 生活安全事業

犯罪被害者等への支援

129障がい者の地域生活を支援するため、新規開設す
るグループホームへ支援を行い市内の施設整備を
促進します。

自動通話録音機の貸出
戦略
３

障害福祉課

安全安心（安らぐ・備える・守る）
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【介護特会】
介護保険総務管理

事業

地域福祉課
介護保険課

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画の策定

597万円 359川西市高齢者保健福祉計画・第8期介護保険事業
計画を策定します。

応急手当の市民への普及啓発戦略３

予防事業 健幸政策課

ロタウイルス感染症の予防接種の実施

3,185万円

消防課

消防車両の更新

購入から年数が経過した救助工作車、消防ポンプ
車及び高規格救急自動車を更新します。

1億6,391万円 217

歩くことを基本とした運動のきっかけづくりと習
慣化に引き続き取り組むとともに、事業効果と成
果の分析を進めます。

担当所管課名 概要

救急活動事業 消防課 21万円 217普通救命講習修了者を「市民救命士」とし、救命
に対する意識向上を図り、市民が緊急時に救命処
置を行うことができる環境を整えます。

介護度改善に対するインセンティブ制度の創設

良質な介護サービスにより介護度改善に取り組む
介護事業者等へのインセンティブ制度を検討しま
す。

健康づくり推進
事業

健幸政策課

健幸マイレージの推進

8,615万円 151

消防施設整備事業 消防課

老朽防火水槽の整備

1億67万円 221設置から50年以上経過した道路下等にある防火
水槽の補強、更新を実施します。

消防活動事業

153国の制度に基づき、乳児を対象に急性胃腸炎を引
き起こすロタウイルス感染症の定期接種を令和2
年10月から実施します。

事業名 所要経費
予算
説明書
掲載頁

介護保険課

安全安心（安らぐ・備える・守る）

【介護特会】
運営協議会運営

事業
44万円 363

10



事業 学校教育支援事業
所要
経費

329万円 事業 生徒指導支援事業

担当 学校教育課
予算
説明書
ページ

229 担当 学校教育課
予算
説明書
ページ

231

　部活動運営の質的な向上を図るため、専
門的な知識・技能を有する部活動指導員の
拡充をします。また、専門コーチから遠隔
指導を受けることができるICT部活動支援
を拡充します。

所要
経費

1,539万円

　いじめや不登校、虐待の未然防止、早期
解決を図るため、スクールソーシャルワー
カーを拡充し、各中学校区へ配置します。

中学校の部活動支援の拡充
戦略
１

戦略
１ スクールソーシャルワーカーの拡充

担当 学校教育課
予算
説明書
ページ

227 担当 教育支援センター
予算
説明書
ページ

―
(令和元年度３月補正)

　児童生徒の英語力向上を図るため、外国
語の授業に配置している外国人の指導助手
（ALT）を増員し、全小・中学校に1名ず
つ配置します。

　国の令和元年度補正予算による財政措置
を活用し、全小中学校及び特別支援学校に
学校通信ネットワークを整備し、新学習指
導要領でプログラミング教育が本格化する
小学校５，６年生及び中学１年生の児童生
徒１人１台分のタブレットPCを配備しま
す。

事業 外国語教育推進事業
所要
経費

1,950万円 事業 教育情報推進事業
所要
経費

4億5,249万円

学校ＩＣＴ化の推進英語指導におけるALT配置の拡充

生きがい（育つ・学ぶ）　

事業
子育て世代包括支援

事業
所要
経費 3,218万円 事業

留守家庭児童育成
クラブ事業

所要
経費 1,704万円

清和台・明峰地区における
常設地域子育て支援拠点の整備

戦略
１

留守家庭児童育成クラブの
開所時間の延長

戦略
１

担当
こども・若者
ステーション

予算
説明書
ページ

139 担当 社会教育課
予算
説明書
ページ

233

　全中学校区へ地域子育て支援拠点を設置
するため、常設拠点が未整備の清和台・明
峰中学校区に、令和3年4月から開設できる
ように運営主体を公募し、必要な開設支援
を行います。

　多様な働き方に対応するため、市立留守
家庭児童育成クラブの開所時間を拡大しま
す。また、クラブにおける保育の質向上を
図るためのクラブ運営マネージャーを配置
します。

11



留守家庭児童育成
クラブ事業

社会教育課

民間留守家庭児童育成クラブへの支援（新規開所）

2,810万円 233待機児童解消に向けて、民間事業者によるけやき
坂小学校区での留守家庭児童育成クラブの新規開
所及び運営を支援します。

待機児童解消をめざし、「子ども・子育て計画」
に基づき、民間保育事業者による保育定員の拡大
に引き続き取り組みます。

61万円 231

学校教育支援事業 16万円 229

 認定こども園整備
事業

1億1,600万円 145こども支援課

学校教育課

社会教育課

（仮称）川西北こども園の建設

保育所運営事業
認定こども園運営

事業
2,100万円

所要
経費 683万円

担当

青少年支援事業
こども・若者
ステーション

アステ市民プラザ空きルームを活用した自主学習支援

アステ市民プラザの空きルームを活用した学習ス
ペースの確保による、子どもや若者の自主学習へ
の支援を試行的に実施します。

30万円 141

担当所管課名 概要事業名 所要経費
予算
説明書
掲載頁

予算
説明書
ページ

241

事業 適応教室運営事業
所要
経費 195万円 事業 中学校給食運営事業

教育支援センター
予算
説明書
ページ

231 担当 学務課

地域学校協働本部の設置

学校運営協議会を設置している３小中学校におい
て、地域の特色を活かした学校支援や地域活動の
活性化を図るため、地域学校協働本部を設置しま
す。

地域と一体となって特色ある学校づくりを進めて
いくため、先行実施している学校運営協議会に対
する運営支援を実施します。

令和４年４月開園に向けて、川西北幼稚園と川西
北保育所を一体化した「（仮称）川西北こども
園」の建設に着手します。

待機児童解消に向けた民間保育所の整備に係る準備戦略１

学校運営協議会の導入と運営支援戦略１

　適応教室の指導員を拡充し、一人一人の
子どもに応じた指導の充実を図ります。

　川西南中学校第２グラウンドの一部を活
用した、センター方式による中学校給食を
令和４年２学期から実施するため、PFIによ
る施設整備を進めます。

143
145

幼児教育保育課

民間保育所／民間認定こども園運営助成金

支援が必要な子どもの保育体制を強化するため、
民間保育施設による保育士加配等への補助を拡充
します。

青少年育成事業

子ども・子育て計画
策定・管理事業

4万円 139こども支援課

中学校給食実施に向けた準備適応教室指導員の拡充
戦略
１

生きがい（育つ・学ぶ）
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79（仮称）地域人材マッチング制度を試験的に導入
し、活動したい人材と地域等をつなぐことで、地
域活動等の活性化を図ります。

※所要経費が「－」の取り組みは、追加経費をかけずに取り組むものです。

広聴事業 広報広聴課

戦略４ SNSを活用したAI窓口システムの導入

79万円 93
市民の利便性向上と事務効率化を図るため、SNS
を活用したAI窓口システムを試験的に導入し、
様々な問い合わせに24時間回答できる体制を構
築します。

参画と協働の
まちづくり推進事業

参画協働課

戦略２ （仮称）地域人材マッチング制度の導入

－

市民活動推進事業
男女共同参画
センター運営事業

参画協働課
人権推進課

76万円 93
市民活動センター・男女共同参画センターのホー
ムページをスマートフォン対応に改修し、市民活
動を行う市民に必要な情報をわかりやすく発信し
ていきます。

市民活動センターの情報発信の強化戦略２

広報事業 317万円
81
83

事業名 所要経費
予算
説明書
掲載頁

概要担当所管課名

戦略的な広報の取り組みを進め、市民との情報共
有を進めます。

広報広聴課

戦略４ 効果的な情報発信による広報の推進

市民平和推進事業 22万円 123被爆75周年を迎え、折り鶴平和大使を長崎の平
和祈念式典に派遣し、命の尊さや平和の大切さ、
原爆の恐ろしさを発信していきます。

折り鶴平和大使の長崎派遣

人権推進課

つながり（尊ぶ・関わる）
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旧消防本部庁舎の解体

8,334万円 87消防新庁舎の完成に伴い、老朽化している旧消防
本部庁舎を解体します。

公共施設
マネジメント課

清掃事務所整備

9,023万円 167旧北部処理センターの事務所棟に清掃事務所を整
備します。

学校施設長寿命化・
大規模改修事業

3,806万円 251

庁舎維持管理事業 2億6,366万円 85
資産

マネジメント課

公共施設
マネジメント課

本庁舎外壁・特定天井耐震化改修工事

長期的視点を見据えた学校施設の大規模改修設計

長期的な視点を見据えて、学校施設の大規模改修
の設計を実施します。

築後約30年が経過する本庁舎を適切に保全する
ため、外壁改修工事、1階市民ホールの天井落下
防止対策工事など、大規模改修工事を実施しま
す。

福利厚生事業 17万円 89

清掃事務所整備
事業

事業名 所要経費
予算
説明書
掲載頁

担当所管課名

職員課

概要

ハラスメントの外部相談窓口等の導入

職員の人権を守り、ハラスメントを許さない職場
風土を醸成するため、弁護士によるパワーハラス
メント外部相談窓口を設置し、広く相談を受け付
け、適切に対応することができる体制を構築しま
す。

政策企画・立案
事業

145万円 79政策創造課 民間の政策研究機関に職員を派遣し、実践的な政
策立案の研究を行います。

民間研究機関への職員派遣

公共施設
マネジメント事業

公共施設
マネジメント課

政策創造課
予算
説明書
ページ

79

　選挙事務の改善を図るため、選挙管理委
員会とともに、民間ノウハウの活用や、先
進事例をもつ自治体の研究を行います。

　市が抱える課題の解決に向けて、民間事
業者の持つアイデアや技術を活かすため、
官民連携による政策立案を推進します。

担当
選挙管理委員会

事務局

予算
説明書
ページ

111 担当

行政経営改革大綱（挑む）　

事業
選挙管理委員会
事務局運営事業

所要
経費 10万円 事業 政策企画・立案事業

所要
経費 545万円

選挙事務改善への取り組み
民間事業者と協働した課題
解決など官民連携の推進

戦略
２
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R2年度(A) R1年度(B) 増減額(A)-(B) 対前年度比

01  市税 ☆
市民のみなさんに納めていた
だく税金です。 19,562,847 19,459,254 103,593 100.5

02  地方譲与税 ☆
国税の一部が、法令に定める配分基準
にしたがって市に譲与されるもので
す。

742,448 694,607 47,841 106.9

03  利子割交付金 ☆
県税として徴収された利子課税の
一部が市へ交付されるものです。 35,804 47,402 △ 11,598 75.5

04  配当割交付金 ☆
県税として徴収された配当課税の
一部が市へ交付されるものです。 174,350 192,159 △ 17,809 90.7

05
 株式等譲渡
    所得割交付金

☆
県税として徴収された株式等譲渡
所得課税の一部が市へ交付される
ものです。

91,319 171,233 △ 79,914 53.3

06  法人事業税交付金 ☆
県税として徴収された法人事業税
の一部が市へ交付されるもので
す。

85,143 0 85,143 　　　皆増

07  地方消費税交付金 ☆
消費税として徴収されたうちの一
部が市に交付されるものです。 3,023,556 2,462,349 561,207 122.8

08
 ゴルフ場
    利用税交付金

☆
県税として徴収されたゴルフ場利
用税の一部が市に交付されるもの
です。

93,518 104,152 △ 10,634 89.8

09
 環境性能割
      　 交付金

☆
県税として徴収された自動車税環
境性能割の一部が市に交付される
ものです。

64,665 29,476 35,189 219.4

10
 国有提供施設等所在
    市町村助成交付金

☆
国所有の基地が所在することに伴
い、国から市に交付されるもので
す。

18,429 17,786 643 103.6

11  地方特例交付金 ☆
国の減税等による減収分の補てん
として、国から市に交付されるも
のです。

164,813 404,104 △ 239,291 40.8

12  地方交付税 ☆
国税の一部が、自治体間の財源不
均衡等を調整するために市に交付
されるものです。

8,007,000 7,944,000 63,000 100.8

13
 交通安全対策
     特別交付金

☆
国に納付された交通反則金の一部
が、交通安全対策事業に充てるた
め、市に交付されるものです。

21,756 22,500 △ 744 96.7

14  分担金及び負担金
福祉施設や保育所への入所などの
際に、利用者が負担するもので
す。

236,512 959,171 △ 722,659 24.7

15  使用料及び手数料
市の施設の利用料金や各種証
明書の発行手数料です。 1,219,173 1,223,490 △ 4,317 99.6

16  国庫支出金
特定の目的を達成するために、国
が使途を限定して市に交付するも
のです。

9,054,547 9,003,910 50,637 100.6

17  県支出金
特定の目的を達成するために、県
が使途を限定して市に交付するも
のです。

3,987,895 3,627,722 360,173 109.9

18  財産収入 市有地の貸付や売却収入、基金の運
用などによる収入です。 74,762 685,109 △ 610,347 10.9

19  寄附金
市民などから寄せられる寄附
金です。 123,003 115,003 8,000 107.0

20  繰入金
市の一般会計以外の会計や基
金からの繰入金です。 1,436,490 1,598,768 △ 162,278 89.8

21  繰越金 前年度からの繰越金です。 1 1 0 100.0

22  諸収入
貸付金の元利収入、市税などにかかる
延滞金、加算金、預金利子、その他雑
入などです。

1,771,549 1,864,031 △ 92,482 95.0

23  市債
事業を実施するために、市が国や
金融機関等から借り入れるお金で
す。

5,910,420 6,467,362 △ 556,942 91.4

＊借換債を除く場合 4,782,820 6,145,862 △ 1,363,042 77.8

55,900,000 57,143,000 △ 1,243,000 97.8

54,772,400 56,821,500 △ 2,049,100 96.4

06法人事業税交付金…税制改正により法人市民税法人税割の減収分の補てん措置として創設されたものです。
☆…主な一般財源

4.一般会計予算内訳表（案）

項　　　目

合　　　計

＊借換債を除く場合

歳入予算の内訳
（単位：千円，％）

当初予算額 比較
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歳入 総額 559億円

市税 35.０％

195億6,285万円

使用料及び手数料 2.2％

12億1,917万円

諸収入 3.2％

17億7,155万円

繰入金 2.6％

14億3,649万円

地方消費税交付金 5.4％

30億2,356万円

県支出金 7.1％

39億8,790万円

市債 10.6％

59億1,042万円

地方交付税 14.3％

80億700万円

国庫支出金 16.2%

90億5,455万円

その他 3.4％

19億2,652万円

減

増

減
 繰入金

 国庫
 支出金

減

 財産収入 減

増
 諸収入

増
借換債 11.3億円(＋8.0億円)、花屋敷団地建替 6.3億円(＋3.2億円)、本庁舎外壁等改
修 2.6億円(皆増)、地方道路整備 4.0億円(＋2.3億円)

 市債

減
消防本部・南消防署整備 (△14.4億円皆減)、清掃事務所整備 1.0億円(△4.6億円)、
市立川西こども園整備 (△4.1億円皆減)、公園設備整備 0.3億円(△0.7億円)

個人市民税 89.7億円(＋0.1億円)、固定資産税 73.4億円(＋0.9億円)、
軽自動車税 2.3億円(＋0.2億円)、市たばこ税 6.5億円(＋0.9億円)

　歳入予算の主な増減項目　

増
 市税

民間保育所整備事業費補助金 (△4.4億円皆減)、プレミアム付商品券補助金等 (△2.2
億円皆減)、生活保護扶助費負担金 24.6億円(△0.9億円)、幼稚園就園奨励費補助金
(△0.5億円皆減)、児童扶養手当負担金 1.5億円(△0.4億円)

保育所運営費負担金 12.2億円(＋3.3億円)、橋りょう長寿命化事業費補助金 1.7億円
(皆増)、障害福祉サービス事業費負担金 11.0億円(＋1億円)、個人番号カード交付事
業費補助金 1.3億円(＋0.9億円)

増

増

 法人事業税
 交付金

 地方消費税
 交付金

地方消費税交付金 30.2億円(＋5.6億円)

法人事業税交付金 0.9億円(皆増)

減 法人市民税 7.2億円(△1.4億円)

減

増

 分担金及び
 負担金

市有地貸付保証金(△4.9億円皆減)

財政基金・減債基金 12.1億円(△2.2億円)

ふるさとづくり基金積立金繰入金 1.4億円(＋1.2億円)

プレミアム付商品券負担金 (△6.4億円皆減)、保育所入所負担金 2.2億円(△0.8億円)

土地売払収入 0.4億円(△6.1億円)

川西都市開発株式会社貸付金償還金 5.0億円(皆増)

歳入においては、市税収入は前年度当初予算と比較し微かに増加しています。税制改正に伴い、法人事業
税交付金が創設され、消費税率改定により地方消費税交付金が増加したことなどにより、使途が制限されな
い一般財源総額は増加しています。
また、使途が決まっている特定財源では、プレミアム付商品券負担金の減少や投資的経費の減少に伴って

借換債を除く市債発行額が減少しています。

※端数処理のため、各数値の積上げと

総額等が一致しない場合があります。

（他のグラフについても同じ。）
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R2年度(A) R1年度(B) 増減額(A)-(B) 対前年度比

01  議会費
議会の活動・運営に要す
る経費や議員の報酬など
です。

436,748 442,466 △ 5,718 98.7

02  総務費
庁舎や市有財産の維持管理、
企画調整、市税の賦課徴収、
戸籍住民台帳、選挙、文化振
興などにかかる経費です。

6,150,135 6,209,910 △ 59,775 99.0

03  民生費

高齢者・障がい者などの福
祉の充実や子育て支援、生
活保護などにかかる経費で
す。

23,082,317 22,991,513 90,804 100.4

04  衛生費
市民の健康の保持増進、生活環境
の改善、医療、公衆衛生、及びご
みなどの一般廃棄物の収集・処理
等に係る経費です。

6,682,508 7,153,468 △ 470,960 93.4

05  労働費
労働者の福祉向上や就労
支援などにかかる経費で
す。

38,217 40,135 △ 1,918 95.2

06  農林業費
農林業の振興などにかか
る経費です。

96,232 156,192 △ 59,960 61.6

07  商工費
商工業の振興と中小企業の
支援、観光振興などにかか
る経費です。

200,474 1,181,653 △ 981,179 17.0

08  土木費
道路や橋りょう、公園、住宅
などのまちづくりの基盤整備
と管理、交通安全対策などに
かかる経費です。

6,755,670 6,060,021 695,649 111.5

09  消防費

火災や風水害、地震等の災
害から市民の生命、身体及
び財産を守るための経費で
す。

1,831,362 3,269,032 △ 1,437,670 56.0

10  教育費
学校教育や社会教育など
の教育行政にかかる経費
です。

4,725,288 4,534,553 190,735 104.2

11  災害復旧費
大雨や台風、地震などの災
害により被災した施設の復
旧にかかる経費です。

1,738 3 1,735 ※著増

12  公債費
事業を行うために国や金融機
関などから借り入れた市債の
返済に係る経費です。

5,849,311 5,054,054 795,257 115.7

＊借換債を除く場合 4,721,711 4,732,554 △ 10,843 99.8

13  予備費
緊急に必要とされる支出の
ための経費です。

50,000 50,000 0 100.0

55,900,000 57,143,000 △ 1,243,000 97.8

54,772,400 56,821,500 △ 2,049,100 96.4

※比率、割合等が1,000％以上増減するものは著増、著減と表記しています。

  　　

合　　　計

＊借換債を除く場合

（単位：千円，％）

当初予算額 比較

歳出予算の内訳

項　　　目
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歳出 総額 559億円

民生費 41.3％

230億8,232万円

議会費 0.8％

4億3,675万円

商工費 0.4％

2億47万円

消防費 3.3％

18億3,136万円

教育費 8.5％

47億2,529万円

公債費 10.4％

58億4,931万円

総務費 11.0％

61億5,014万円

衛生費 11.9％

66億8,251万円

その他 0.3％

1億8,619万円

土木費 12.1％

67億5,567万円

児童扶養手当 4.6億円(△1.3億円)、川西こども園整備 (△5.2億円皆減)

プレミアム付商品券発行関連経費 (△8.6億円皆減)、猪名川花火大会の中止 (△0.3億円皆減)

 土木費

減

 民生費
増

障害者支援施策 38.5億円(＋3.4億円)、保育所(市立、民間)運営支援 20.7億円(＋3.2億円)、
こども園(市立、民間)運営支援 16.4億円(＋1.5億円)、
介護保険事業特別会計への繰出金 20.6億円(＋1.1億円)

減

 商工費 減

　歳出予算の主な増減項目　

 総務費
増

本庁舎外壁改修及び1階市民ホール天井等非構造部材落下防止工事費 2.6億円(皆増)、
（仮称）東谷多目的広場整備工事費 0.9億円(皆増)、用地先行取得事業特別会計への繰出金 2.3億
円(＋1.5億円)、国勢調査経費 0.6億円(皆増)

基金への積立金 5.5億円（△6.2億円）、参議院議員選挙経費 (△0.6億円皆減)

 衛生費 減 病院事業会計に対する補助金 7.9億円(△0.6億円)、清掃事務所整備 0.9億円(△4.7億円)

増 花屋敷団地建替整備 12.2億円(＋6.0億円)

減 中学校給食実施準備 0.1億円(△0.5億円)

 教育費

消防本部・南消防署整備関連経費 (△15.4億円皆減)、消防車両整備 1.8億円(△0.9億円)減

増 市立留守家庭児童育成クラブ運営 3.4億円(＋0.6億円)、私立幼稚園支援 3.6億円(＋1.0億円)

 消防費

歳出の目的別予算額と構成比は上のグラフのとおりとなっており、老朽化した公共施設の更新事業の完了に
伴って、衛生費と消防費が減少しています。商工費では、プレミアム付商品券発行事業の終了（△8.6億円）や
猪名川花火大会の中止（△0.3億円）に伴って大きく減少しています。
また、障害者支援、児童福祉を中心に社会保障関連経費で約9億円増加しており、引き続き経常的に必要とな

る経費が大きなウエイトを占めています。
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5.市税等収入の状況

都市計画税 8.4％

16億5,044万円

市税予算額

１９6億円

固定資産税（現年度分）の増減内訳

土地・・・ △2,188万円

家屋・・・ ＋1億2,633万円

償却資産・・・△655万円

→家屋は令和元年中の新・増築により

増額

個人市民税 45.8％

89億6,758万円

法人市民税 3.7％

7億1,803万円

市民税（現年度分）の増減内訳

個人市民税

所得割・・・＋1,283万円

法人市民税

均等割・・・ ＋3,568万円

法人税割※・・・△1億7,120万円

※税率改定に伴い減少。この減収分につ

いては、国税として徴収され、その全額

が地方交付税の原資として地方に再配分

されるもの

固定資産税 37.6％

73億4,481万円

軽自動車税 1.2％

2億2,684万円

市たばこ税 3.3％

6億5,456万円

市税収入の状況
年度

市民税 9,685,605 9,810,187 △ 124,582 △ 1.3

個人市民税 8,967,578 8,956,169 11,409 0.1

法人市民税 718,027 854,018 △ 135,991 △ 15.9

固定資産税 7,344,806 7,251,899 92,907 1.3

軽自動車税 226,839 207,477 19,362 9.3

市たばこ税 654,561 559,737 94,824 16.9

入湯税 601 715 △ 114 △ 15.9

都市計画税 1,650,435 1,629,239 21,196 1.3

（単位：千円、％）

税目
R２当初予算

(A)
R1当初予算

(B)
増減額
(A)-(B)

増減率

合　計 19,562,847 19,459,254 103,593 0.5

地方譲与税の状況

742,448 694,607 47,841

地方揮発油譲与税 83,718 86,705 △ 2,987

自動車重量譲与税 230,689 229,121 1,568

森林環境譲与税 13,066 7,000 6,066

航空機燃料譲与税 414,975 371,781 43,194

増減額
（A)－（B)

年度

02地方譲与税

項目

R2当初予算
（A)

R1当初予算
（B)

20



6.地方交付税の状況
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H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1 補正予定 R2予算

普通交付税 特別交付税 臨時財政対策債

（単位：億円） 臨時財政対策債は、R1補正予定と

比べて、7,486万円の減額になっ

ています。

普通交付税は、73億8,700万円で、R1補正

予定と比べて2億631万円増になっています。

これは、普通交付税の算定対象となる社会保

障費や公債費の額の増加、国による地域社会再

生事業費（仮称）が新たな算定項目として追加

されたことなどによるものです。

（単位：千円）

H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1補正予定 R2予算

7,395,000 7,180,690 7,387,000

特別交付税 550,266 555,396 531,676 554,955 610,084 549,000

普通交付税 5,757,080 6,092,132 6,151,515 6,290,863 6,674,413

650,000 620,000

臨時財政対策債 2,846,533 2,514,155 2,131,316 2,352,125 2,451,483 2,002,862 2,079,378 2,004,520

合　計 9,153,879 9,161,683 8,814,507 9,197,943 9,735,980 9,946,862 9,910,068 10,011,520

（年度）

備考：Ｈ26からＨ30は決算数値で、R1補正予定は3月補正予算（予定）後の数値です。

解説： 臨時財政対策債・・・普通交付税の一部にかわって収支不足を補てんするために、各自
治体が借入れることができる市債。（後年度の元利償還金の100％が普通交付税の算定
対象となります。）
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7.市債の借り入れ状況
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140

H27 H28 H29 Ｈ30 R1予算 R1補正予定 R２予算

普通債 用地先行取得 土地区画整理 借換債 臨時財政対策債

（単位：億円）

（年度）

解説： 地方債（市債）は、地方財政法により投資的事業（施設やインフラの整備・更新等）の財源と
して借り入れるものです。なお、例外として、投資的事業以外の財源として地方交付税の不足
を補うために、臨時財政対策債の借入れが認められています。

（単位：千円）

H27 H28 H29 H30 R1当初 R1補正予定 R2予算

普通債 5,326,700 2,551,900 5,708,700 5,470,900 4,143,000 4,179,700 2,778,300

臨時財政対策債 2,514,155 2,131,316 2,352,125 2,451,483 2,002,862 2,079,378 2,004,520

借換債① 1,108,300 830,500 1,068,800 1,069,100 321,500 321,500 1,127,600

小　計 8,949,155 5,513,716 9,129,625 8,991,483 6,467,362 6,580,578 5,910,420

用地先行取得事業 75,300 762,700 2,455,700 136,200 441,200 579,400 355,300

 　〃 　（借換債）② 269,700

中央北地区土地区画整理事業 1,146,400 936,400 365,200 328,600 4,500 4,500

 　〃 　（借換債）③ 528,000 616,000 152,700

小　計 1,491,400 1,699,100 3,348,900 1,080,800 445,700 583,900 508,000

10,440,555 7,212,816 12,478,525 10,072,283 6,913,062 7,164,478 6,418,420

(9,062,555) (6,382,316) (10,881,725) (8,387,183) (6,591,562) (6,842,978) (5,138,120)（借換債①②③を除く）

一
般
会
計

特
別
会
計

合　計

借換債を除いた市債借入額における臨時財政対策債の割合は約39％となっています。消防
本部・南消防署整備事業などの公共施設の老朽化・耐震化等の大規模事業の完了に伴って市債
発行が少なくなっています。

備考：Ｈ27からＨ30までは決算数値、R１補正予定は3月補正予算（予定）後の数値です。
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8.市債現在高の状況
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1当初 R1補正予定 R2予算

普通債 その他(一般会計)

用地先行取得事業特別会計 中央北地区土地区画整理事業特別会計

臨時財政対策債

（単位：億円）

（年度）

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1当初 R1補正予定 R2予算

普通債 22,755,063 23,171,541 26,860,791 30,288,646 34,189,118 33,289,307 34,051,884

臨時財政対策債 24,877,047 25,620,453 26,405,790 27,122,617 27,241,678 27,314,244 27,287,302

その他 2,252,938 1,787,019 1,472,790 1,271,970 1,204,840 1,232,613 1,054,570

小　　計 49,885,048 50,579,013 54,739,371 58,683,233 62,635,636 61,836,164 62,393,756

用地先行取得
事業特別会計

3,363,436 3,254,420 4,886,728 4,378,843 3,074,127 4,504,127 4,567,429

中央北地区土地区画
整理事業特別会計 8,355,902 9,188,941 9,251,869 8,973,283 8,494,711 8,345,079 7,667,510

小　　計 11,719,338 12,443,361 14,138,597 13,352,126 11,568,838 12,849,206 12,234,939

61,604,386 63,022,374 68,877,968 72,035,359 74,204,474 74,685,370 74,628,695合　　計

（単位：千円）

一
般
会
計

特
別
会
計

備考： Ｈ27からＨ30までは各年度の決算額。R1補正予定は3月補正予算（予定）後、R2はR1補正予定にR2予算の数値
を反映させたものです。

　地方債現在高合計は、R1補正予定に比べて5,668万円の減となっています。
　一般会計では、普通債は7億6,258万円の増、臨時財政対策債は平成13年の発行以降初めて減少に
転じ、2,694万円の減となっています。
　用地先行取得事業特別会計では、6,330万円の増となっています。
　中央北地区土地区画整理事業特別会計では、6億7,757万円の減となっています。
　なお、市民1人あたりのR2予算の地方債現在高は、約47万円となります。
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9.基金の状況
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財政基金 減債基金 公共施設等

整備基金

その他特定目的基金

（単位：億円）

（年度）

一般会計と特別会計を合わせて、令和2年度では、財政基金から7億8,760万円、減債基金から5億1,323万円、
公共施設等整備基金から6,560万円、その他特定目的基金から1億5,544万円を繰り入れています。
積立では、財政基金には川西都市開発株式会社貸付金償還金等を、その他特定目的基金にはふるさとづくり寄附金

を積み立てることとしています。 （単位：千円）

H28 H29 H30 R1当初
R１補正予定
①

R2積立
②

R2繰入
③

R2予算
①＋②－③

財政基金 1,166,199 1,202,239 1,153,435 359,687 1,030,169 536,639 787,597 779,211

減債基金 558,769 831,081 905,023 799,766 2,905,958 31,443 513,231 2,424,170

公共施設等
整備基金

242,890 132,918 370,920 320,682 337,271 101 65,600 271,772

その他特定目的基金
（一般会計） 1,318,686 1,336,988 1,389,421 1,282,685 1,413,181 122,000 155,440 1,379,741

各年度末
現在高合計

3,286,544 3,503,226 3,818,799 2,762,820 5,686,579 690,183 1,521,868 4,854,894

財政基金＋減債基金
標準財政規模 5.7% 6.7% 6.7% 3.7% 12.8% 10.1%

※

備考1：

備考2：

備考3：

Ｈ28からＨ30までは各年度末の確定数値。R1補正予定は3月補正予算（予定）後を、R2予算は
R1補正予定にR2予算における積立および繰入の数値を反映させたものです。
公共施設等整備基金残高からは、中央北地区土地区画整理事業特別会計における保留地処分金積立
分を除いています。
その他特定目的基金（一般会計）では、社会福祉や地域福祉、文化振興、緑化、ごみ減量化・再資
源化対策、奨学、ふるさとづくりの各基金を計上しています。

※R1補正予定の減債基金2,905,958千円のうち1,695,900千円は、用地先行取得事業特別会計
で病院用地取得時に発行した市債の償還にあてるためのものです。この基金残高がなかった場合の
「財政基金＋減債基金／標準財政規模」の比率は、R１補正予定では7.3％、R2予算では4.8％と
なります。
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10.一般会計歳出性質別経費の状況

人件費

17.6%

扶助費

25.1%

公債費

8.6%

物件費

15.3%維持補修費

0.9%

補助費等

14.3%

繰出金

8.4%

投資出資貸付金

1.1%

積立金・予備費

1.3%
普通建設事業費

7.4%

（単位：千円，％）

H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R2予算

人件費 9,470,467 9,702,437 9,959,234 9,923,916 9,713,763 11,107,792 11,474,667

扶助費 10,981,663 11,469,942 11,734,779 12,497,884 12,294,067 12,934,575 13,751,607

公債費 6,547,015 6,235,014 5,482,259 5,381,809 5,404,566 4,732,352 4,721,864

小計 26,999,145 27,407,393 27,176,272 27,803,609 27,412,396 28,774,719 29,948,138

物件費 5,763,790 6,070,366 6,181,110 6,393,670 6,262,761 6,622,210 6,537,668

維持補修費 371,980 335,783 337,150 294,849 239,650 358,317 397,753

補助費等 5,679,386 6,743,704 6,568,902 6,501,235 7,591,743 8,873,008 7,829,042

繰出金 5,186,204 5,453,433 5,256,189 5,218,147 5,291,922 4,378,921 4,615,435

投資出資貸付金 1,210,668 1,498,296 1,331,321 942,895 793,436 815,249 589,807

積立金・予備費 227,179 2,414,762 395,305 992,028 2,347,496 1,333,346 724,704

普通建設事業費 5,094,730 6,031,341 5,697,407 9,946,116 6,330,841 5,665,730 4,128,118

災害復旧費 102,293 27,989 20,388 0 97,531 0 1,735

50,635,375 55,983,067 52,964,044 58,092,549 56,367,776 56,821,500 54,772,400

53.3 49.0 51.3 47.9 48.6 50.6 54.7

歳出合計

義
務
的
経
費

歳出合計のうち義務的経費
の占める割合

義務的経費では、Ｒ２年度から会計年度任用職員制度が導入されたことに伴って、人件費が増加しています。ま
た、公債費は減少していますが、社会保障関連経費の増加に伴って扶助費も増加しており、義務的経費全体が増加
しています。
義務的経費以外では、プレミアム付商品券発行事業の終了に伴って補助費が減少しています。また、老朽化した

施設の更新事業の完了に伴って、普通建設事業費も減少しています。

備考1：

備考2：

Ｈ26からＨ30は各年度地方財政状況調査の普通会計決算数値、R1、R2は一般会計当初予算額。

公債費から借換債は除いている。（Ｈ26：1,893,000千円、H27：1,108,300千円、H28：830,500千円、H29：
1,068,800千円、H30：1,069,100千円、R1：321,500千円、R2：1,127,600千円）
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11.令和２年度 行財政改革の取り組みについて

☆組織再編と人員配置 68,848千円

時代に対応した組織体制の見直し 68,848千円

☆人材育成の推進 あ

国、県、民間の法人への職員派遣 あ

☆効率的で効果的な行政サービスの提供 51,855千円

適正な給与体系に向けた段階的な整理 51,855千円

☆歳入の確保 1,520千円

広告入り市政情報モニターの設置など 1,520千円

☆公有財産等の有効活用 3,500千円

市役所駐車場の民営化 3,500千円

・行財政改革後期実行計画（平成30～令和4年度）の状況を令和2年度当初予算段階でとり

まとめたものです。令和2年度に取り組む主な項目とその効果見込額を計上しています。

行財政改革後期実行計画に基づく取組項目と効果見込額

☆民間の活用 133,878千円

市立川西病院の改革など 133,878千円

☆業務の改善、事務事業の見直し 36,092千円

事務の効率化、 協議会等の加盟や書籍の定期購読の見直しなど 36,092千円

☆環境への配慮 1,000千円

文書や印刷等の見直し 1,000千円

革新し続ける行政経営の推進 効果見込額 170,970千円

持続可能な財政基盤の確立 効果見込額 56,875千円

機動的な組織体制の構築と人材の育成 効果見込額 68,848千円

合 計 296,693千円

※事業の見直し（事業再検証）の予算影響額は除く
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・将来にわたって質の高い行政サービスを提供するため、令和元年度から３年間ですべて

の事業の検証に取り組んでいます。

・令和元年度は９５事業について、外部有識者で構成する行財政改革審議会からの検証

結果に基づき、市民や市議会からの意見を踏まえ、事業の方向性を定めました。

・令和２年度予算への影響額は以下のとおりです。

事業の見直し(事業再検証)の予算反映状況

※市が交付している補助金のあり方については、ゼロベースで見直しを行い、令和3年度から

新しい補助制度をスタートさせます。

◆事業見直しの状況（方向性）

廃止、一部廃止、休止した事業 １７事業

手法、内容を改善した事業 ７４事業

拡充した事業 ２４事業

※1つの事業で複数の見直し内容がある場合は、それぞれの項目に計上

◆主な事業の見直し内容と令和2年度予算への影響額
（単位：千円）

細事業名 方向性・見直し内容
令和2年度
予算影響額

競技スポーツ推進事業
全国大会等への出場激励金を廃止し、競技関係者へのより効果的な支援
方法を検討。

△1,150

国際化推進事業
姉妹都市であるボーリング・グリーン市とは、実質的な交流が図られる
見込みがないため、姉妹都市を解消。

―

在宅高齢者支援事業

介護保険制度においても在宅高齢者に対する支援を行っていることか
ら、日常生活用具の給付は廃止、理美容サービスは令和2年11月の実施
をもって廃止。
また、高齢者外出支援は利用者及び事業者への実態調査を行ったうえで
見直しを実施。

△115

リフト付き寝台タクシー料金助成事業については、近隣市の状況や制度
運用の観点から、上限額を設定。

△4,315

福祉施設通園費助成事業については、市内における事業所の整備が一定
進んだことを踏まえ、対象者の見直しを実施。

△5,437

住宅政策推進事業
親元近居助成制度を活用して定住・移住されるなど、一定の成果があっ
たが、本助成制度によって本市への転入を決めたのかなど分析ができな
い部分もあり、本助成制度を廃止。

△6,050

要保護・準要保護就学
支援事業

準要保護に対する就学支援については、現行の生活保護基準を基礎とし
た見直しを実施。

△12,993

障害者地域福祉生活
支援事業

◆令和2年度予算への影響額
（単位：千円）

事業廃止等に伴う減少額 △59,559

※令和元年度当初予算との比較による額
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職員定数管理計画に基づく計画人数と実績人数（令和2年度は予算人数）は、下グラフのとおり

です（上下水道局を除く）。

総職員数は昨年度より3名増加の1,073人です。近年、育児休業等を取得する職員が増加し、休

職中の職員が59人（令和2年2月1日時点）となっており、そのカバーを含めた定数管理が必要と

なっています。

令和2年度は、休職者を除いた正職員・再任用職員1,014人と、会計年度任用職員1,303人※、

及び任期付職員9人のマンパワーを確保し、効果的な行政サービスを提供していきます。

職員定数管理計画の状況
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<会計年度任用職員について>

令和2年4月1日より、臨時、非常勤職員の適正な任用・勤務条件を確保するため、会計年度

任用職員制度が導入され、本市においても、ほぼ全ての嘱託職員、臨時職員が会計年度任用職員

へ移行することとなります。

※会計年度任用職員数は、予算計上における想定人数で算出しています。
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13.特別会計・企業会計

4,270,635

6,073,026

9,273,541

3,420,941

0

13,621,931

758,127

1,112,205

189.0

△ 3.1

会　　計

特
別
会
計

中央北地区土地区画整理事業 1,002,970 109,235

46.3

企
業
会
計

下水道事業

4,405,391

5,793,956 279,070

水道事業 △ 134,756

合　　計 19,617,202 13,407,921 6,209,281

4.8

病院事業 3,208,574 6,064,967

10.9

合　　計 34,085,549 36,802,247 △ 2,716,698 △ 7.4

用地先行取得事業 3,221,309 △ 2,463,182 △ 76.5

農業共済事業 13,342 △ 13,342 △ 100.0

介護保険事業 13,228,551

（単位：千円、％）

393,380 3.0

国民健康保険事業 16,020,948 △ 848,603 △ 5.3

後期高齢者医療事業 3,315,127 105,814 3.2

令和2年度
当初予算額(A)

令和元年度
当初予算額(B)

差引(A)-(B) 増減率

15,172,345
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令和2年度(A) 令和元年度(B)

15,172,345 16,020,948 △ 848,603 △ 5.3

・保険税収入は、総額で3,143,159千円となり、前年度比で0.4%減少します。　　

・保険給付費が10,129,582千円となり、前年度比で7.3%減少します。

・被保険者数は、年平均で30,049人となり、前年度比で4.7％減少します。

3,420,941 3,315,127 105,814 3.2

・保険料収入は、総額で2,902,695千円となり、前年度比で2.8%増加します。

0 13,342 △ 13,342 △ 100.0

・令和2年度より兵庫県下の農業共済組合が一本化するため、農業共済事業は廃止になります。

13,621,931 13,228,551 393,380 3.0

・保険料収入は、総額で2,783,785千円となり、前年度比で2.4％減少します。　　

・保険給付費が12,329,170千円となり、前年度比で3.3%増加します。

・保険料の改定は行いません。（3年毎：次回令和３年度）

758,127 3,221,309 △ 2,463,182 △ 76.5

1,112,205 1,002,970 109,235 10.9

・都市計画道路豊川橋山手線や見野線、市道1３１３号などの道路用地などの取得を行います。

・介護度改善に取り組む介護事業者等に対するインセンティブ制度の導入にむけて検討します。

会　　計

・事業の区切りとなる換地処分を実施し、清算金の徴収及び交付事務を進めていきます。

・保険料率を改定します（2年毎）。1人当たり保険料額は85,517円となり、前年度比で4.1％増加
します。

・国の制度改正により、国民健康保険税について賦課限度額の見直し、低所得者の軽減対象者の拡大
（所得基準の引上げ）を行います。

・保険税率を改定します。改定率は7.53％となり、1人当たり賦課額は104,584円になります。

特別会計の概要

中央北地区土地区画整理事業

（単位：千円、％）

農業共済事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

用地先行取得事業

当初予算額
増減額(A)-(B) 増減率

国民健康保険事業

・第1号被保険者数は49,441人、要支援・要介護認定者数は9,387人で、要支援・要介護認定率は
19.0%です。
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収益的収入及び支出

水道水を送り届けるための経費とその財

源（水道料金など）をいいます。

収益的収入 35億5,562万円
（昨年度 35億7,213万円）

収益的支出 33億5,009万円
（昨年度 33億8,307万円）

差引 2億0,553万円
（昨年度 1億8,906万円）

差引は昨年度比で1,647万円の増額と
なっています。

企業会計は、主としてその経費を事業経営に伴う収入をもってまかなうも

ので、地方公営企業法の全部または一部の適用を受ける公営の企業をいいま

す。本市の場合、水道、下水道事業及び病院事業が適用となっています。

資本的収入及び支出

施設を建設・整備するための経費とそ

の財源をいいます。

資本的収入 △03億6,857万円
（昨年度 4億0,140万円）

資本的支出 △09億2,055万円
（昨年度10億2,232万円）

差引 0△5億5,198万円
（昨年度 △6億2,092万円）

不足額は損益勘定留保資金などで補て

んします。

水道施設の耐震化・改修などを実施

配水池

固定資産購入

耐震化工事 けやき坂配水区

改良工事 一庫中区配水池

調査委託 大和高区ポンプ棟など

1億6,802万円

水道事業

配水管

耐震化工事 清和台、山原地内など

改良工事 中央町地内

布設工事 美園町、日高町地内など

設計委託 水管橋基本設計

3億3,294万円

川西市新水道ビジョンの基本理念「安全な水道水を安定して送りつづけるために」の実現のた

めに、基幹施設・基幹管路の更新などの事業を実施します。

量水器購入

無試薬残塩計購入など

4,846万円

清和台低区配水池 老朽化した配水管の改良工事

その他

非常用発電機更新工事

河川占用申請に伴う

基本計画支援業務など

0億4,090万円
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収益的収入及び支出

汚れた水を適切に処理するための経費と

その財源（下水道料金など）をいいます。

収益的収入 38億7,812万円
（昨年度 39億97万円）

収益的支出 33億2,407万円
（昨年度 33億6,763万円）

差引 5億5,405万円
（昨年度 05億3,334万円）

差引は昨年度比で2,071万円の増額と
なっています。

資本的収入及び支出

施設を建設・整備するための経費とその

財源をいいます。

資本的収入 11億2,301万円
（昨年度 11億1,226万円）

資本的支出 27億4,895万円
（昨年度 24億2,632万円）

差引 △16億2,594万円
（昨年度 △13億1,406万円）

不足額は損益勘定留保資金及び利益剰

余金処分額などで補てんします。

下水道施設の長寿命化・改修などを実施

雨水

管きょ築造工事

東畦野第1雨水幹線など

0億9,630万円

改築更新工事

加茂雨水ポンプ場など

1億2,440万円

地震対策工事

前川雨水ポンプ場

0億5,400万円

管きょの設計などの委託

0億4,600万円

下水道事業

汚水

川西市新下水道ビジョンの基本理念『安全で快適な暮らしを支えるために-「循環のみち下水

道」の持続と進化-』の実現のために、雨水による浸水被害の軽減に向けた雨水管きょ整備と、生

活環境改善に向けた汚水管きょ整備などを実施します。

管きょ築造工事

石道地内など

6,160万円

長寿命化工事（管きょ更生など）

多田グリーンハイツ地内など

5億5,970万円

更新計画策定などの委託

7,920万円

猪名川流域下水道建設事業費負担金

2億2,687万円

工事に伴う移設などの補償

900万円

汚水管きょ築造工事雨水管きょ築造工事
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収益的収入及び支出.

病院を運営するための経費とその財源です。

収益的収入 10億3,707万円
（昨年度 １０億３,818万円）

収益的支出 8億1,112万円
（昨年度 ９億4,324万円）

差引 ２億2,595万円
（昨年度 9,494万円）

資本的収入及び支出

施設や医療機器を整備するための経費と
その財源です。

資本的収入 83億6,146万円
（昨年度 ２1億7,445万円）

資本的支出 84億6,242万円
（昨年度 22億6,533万円）

差引 △1億96万円
（昨年度 △9,088万円）

不足額は一時借入金で措置します。

主な取り組み

現市立川西病院の跡地を、医療と介護が連携し、日常生活の支援を確保する地域包括ケ

アシステムの拠点として活用することを検討します。

病院事業

病院事業におきましては、厳しい赤字経営が続いていた病院経営を立て直すため、民間的経営手法

を活用した経営形態である指定管理者制度を導入し、平成３１年４月１日から医療法人協和会が管理運

営を行っています。また、将来にわたって市民に安心、安全な医療を提供するため、（仮称）川西市立総

合医療センターの整備を進めています。

この病院事業会計では、原則、指定管理料や諸経費、新病院整備費用等の必要な費用を指定管理者

負担金及び市の一般会計繰入金で賄うものです。今年度においては、資金不足額解消に係る補助金を

6,000万円繰り入れしていること、消費税還付金を約1億3,200万円計上していることなどから、収支差引
約2億2,600万円の純利益を見込んだ予算となっています。

市民に安心で安全な医療を提供していくため、新病院となるキセラ川西センターの整備に

向けた実施設計・建設工事を行います。

（仮称）市立総合医療センターキセラ川西センターの実施設計・建設工事

現市立川西病院の跡地活用の検討

現市立川西病院は、令和元年度より指定管理者制度を導入しています。指定管理者ととも

に、市民から信頼される病院を作るために、モニタリングを行い、市民モニター会議、経営評

価委員会を開催します。

市立川西病院への指定管理者制度の導入
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